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令和４年１０月 

 

鉄軌道輸送の安全に関わる情報（令和３年度） 

〔概 要 版〕 

 

１．運転事故 

（１）概要 

○運転事故※1 の件数は、長期的に減少傾向ですが、令和３年度は５４２件（対前年度５９件増）、

死傷者数は４６５人（同４９人増）、うち死亡者数は２６２人（同２６人増）でした。（表１参照） 

○乗客の死亡事故は、ありませんでした。 

 

 

 

表１：運転事故の件数及び死傷者数（令和３年度） 

 
件  数 （対前年度） 死傷者数※12 （対前年度） 

  

うち死亡者数 （対前年度） 

列  車  事  故※2 11 件 （＋  2件）  15 人 （＋  9人）  0 人 （±  0人） 

 

うち列車衝突事故
※3 0 件 （△  3件） 0人 （△  4人） 0人 （±  0人） 

うち列車脱線事故
※4 11件 （＋  5件） 15人 （＋ 13人） 0人 （±  0人） 

うち列車火災事故
※5 0 件 （±  0件） 0人 （±  0人） 0人 （±  0人） 

踏  切  事  故※6 217 件 （＋ 52件） 157 人 （＋ 40人） 96 人 （＋ 22人） 

 
うち踏切障害に伴う

※7
 

列車事故  
0 件 （±  0件） 0人 （±  0人） 0人 （±  0人） 

 うち踏切障害事故 
※8 217件 （＋ 52件） 157人 （＋ 40人） 96人 （＋ 22人） 

道 路 障 害 事 故※9 33 件 （＋  8件）  15 人 （＋  7人）  0 人 （△  1人） 

人身障害事故※10 276 件 （△  7件） 278 人 （△  7人） 166 人 （＋  5人） 

 

うち線路内立入り等に 

よる列車との接触 
194件 （＋ 13件） 194人 （＋ 11人） 148人 （＋  5人） 

うちホームでの 

列車との接触 
74件 （△ 24件） 76人 （△ 22人） 14人 （△  3人） 

物 損 事 故※11 5 件 （＋  4件）   

合 計 542件 （＋ 59件） 465 人 （＋ 49人） 262 人 （＋ 26人） 

※1  「運転事故」とは、列車事故、踏切障害事故、道路障害事故、人身障害事故、物損事故をいいます。 

※2  「列車事故」とは、列車衝突事故、列車脱線事故及び列車火災事故をいいます。 

※3  「列車衝突事故」とは、列車が他の列車又は車両と衝突し、又は接触した事故をいいます（軌道事業においては、本線路を運

転する車両が他の車両と衝突し、又は接触した事故をいいます）。 

※4  「列車脱線事故」とは、列車（軌道事業においては、本線路を運転する車両）が脱線した事故をいいます。 

※5  「列車火災事故」とは、列車（軌道事業においては、本線路を運転する車両）に火災が生じた事故をいいます。 

※6  「踏切事故」とは、踏切障害に伴う列車事故及び踏切障害事故をいいます。 
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※7  「踏切障害に伴う列車事故」の件数等は、踏切事故の内数であり、列車事故にも重複して計上されています。合計の件数等は、

この重複を除いたものです。 

※8  「踏切障害事故」とは、踏切道において、列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と衝突し、又は接触した事故（列車事

故を除く。）をいいます。 

※9  「道路障害事故」とは、踏切道以外の道路において、列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と衝突し、又は接触した

事故（列車事故を除く。）をいいます。 

※10 「人身障害事故」とは、列車又は車両の運転により人の死傷を生じた事故（列車事故、踏切障害事故及び道路障害事故に伴う

ものを除く。）をいいます。 

※11 「物損事故」とは、列車又は車両の運転により５百万円以上の物損を生じた事故（列車事故、踏切障害事故、道路障害事故及

び人身障害事故に伴うものを除く。）をいいます。 

※12踏切障害事故、道路障害事故及び人身障害事故にあっては、自殺によるものは、運転事故として扱わないこととしています（自

殺と断定できないものについては、運転事故としています）。また、列車事故にあっては、自殺によるものも運転事故として扱

いますが、死傷者数には自殺によるものは含めないこととしています。なお、自殺の行為に直接的に巻き込まれたことにより

第三者が死傷した場合についても、同様に死傷者数には含めないこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図１： 運転事故の件数及び死傷者数の推移 
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（２）踏切事故 

○踏切事故の件数は、長期的に減少傾向ですが、令和３年度は、運転事故全体の４０．０％に当

たる２１７件（対前年度比５２件増）でした。 (表１参照) 

○令和３年度に発生した踏切事故による死傷者数は１５７人（運転事故に占める割合３３．８％、

対前年度比４０人増）であり、うち死亡者数は９６人（同３６．６％、同２２人増）でした。 (表１参

照)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

踏切障害事故

96人 36.6%

人身障害事故

166人63.4%

死亡者数
人262

図２： 運転事故の種類別の件数及び死傷者数（令和３年度） 

① 運転事故件数 ② 死傷者数 ③ 死亡者数 

図３：踏切事故の件数及び死傷者数の推移 
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※1  「第１種踏切道」とは、自動遮断機を設置するか又は踏切保安係を配置して、「踏切道を通過するすべての列車又は車両」又

は「始発の列車（軌道事業においては、車両）から終発の列車（軌道事業においては、車両）までの時間内における列車又は

車両」に対し、遮断機を閉じ道路を遮断する踏切道をいいます。 

※2  「第２種踏切道」とは、踏切保安係を配置して、踏切道を通過する一定時間内における列車又は車両に対し、遮断機を閉じ道

路を遮断する踏切道をいいます。なお、現在、我が国には該当の踏切道はありません。 

※3  「第３種踏切道」とは、踏切警報機は設置しているが、踏切遮断機を設置していない踏切道をいいます。 

※4  「第４種踏切道」とは、踏切警報機及び踏切遮断機を設置していない踏切道をいいます。 

※5  「直前横断」とは、踏切道において、列車又は車両（以下「列車等」という。）が接近しているにもかかわらず、踏切道を通行しよ

うとする自動車、二輪・原動付自転車又は軽車両若しくは人（以下「自動車等」という。）が、無理に又は不注意に踏切道内に

進入したため列車等と衝突したものをいいます。 

※6  「落輪・エンスト・停滞」とは、自動車等が落輪、エンスト、交通渋滞、自動車の運転操作の誤り等により、 踏切道から進退が不

可能となったため列車等と衝突したものをいいます。 

※7  「側面衝撃・限界支障」とは、自動車等が通過中の列車等の側面に衝突したもの及び人等が踏切道の手前で停止した位置が

不適切であったために列車等と衝突したものをいいます。 

図４：踏切事故の発生状況（令和３年度） 

① 踏切種別 

 

② 衝撃物別 

 

③ 原因別 

 

④ 関係者年齢別 
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（３）人身障害事故 

○人身障害事故の件数は、減少傾向であり、令和３年度は、運転事故全体の５０．９％に当たる

２７６件（対前年度比７件減）でした。(表１参照) 

○令和３年度に発生した人身障害事故による死傷者数は２７８人（運転事故に占める割合   

５９．８％、対前年度比７人減）、うち死亡者数は１６６人（同６３．４％、同５人増）でした。(表１

参照) 

○令和３年度に発生した人身障害事故のうち、「ホームから転落して接触」及び「ホーム上で接

触」した件数は７４件（対前年度比２４件減、２４．５％減）でした。（図７参照） 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

254
231 230

197 217 201 211 197
169 180

201 201
177 194 194 201 198 191

234
195

172 183 193
185 211

167 162 169 161 166

170

391

179

175

172 182 146 167

168 140
138 140 169

189 194
229 247

226

235

250
260 243

258

235

222

204 212 200

124 112

406 397 392

363
382

369
346 356

332
316

332 339 342

368
383

424
436

396

463

432 429 421

449

416
429

368 367
351

283 276

0

100

200

300

400

500

600

700

H4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 R3

（年度）

負傷者数（人）

死亡者数（人）

件数（件）

図５：人身障害事故の件数及び死傷者数の推移 
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図６：人身障害事故の原因等別の件数及び死傷者数（令和３年度） 

図７：ホームでの接触及び線路内立入り等での接触による人身障害事故件数の推移 

① 件数 

 

② 死傷者数 ③ 死亡者数 
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２．輸送障害 

○輸送障害（列車の運休、旅客列車の３０分以上の遅延等）の件数は、長期的に増加傾向であ

り、令和３年度は６，４１０件（対前年度比１８８件増）でした。(図８参照) 

○鉄道係員、車両又は鉄道施設等の部内原因に起因する輸送障害は、１，３６１件（輸送障害

に占める割合２１．２％、対前年度比３４件減）でした。 

○線路内立入り等の部外原因による輸送障害は、３，１１８件（輸送障害に占める割合４８．６％、

対前年度比１０３件増）でした。 

○風水害、雪害、地震等の災害原因による輸送障害※は、１，９３１件（輸送障害に占める割合 

３０．１％、対前年度比１１９件増）でした。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 災害原因による輸送障害は、従来より、１事業者の１つの事象（台風、地震等）における運休や遅延を１件と計

上しています。例えば、梅雨による豪雨で、ある事業者の複数の路線で多数の運休が数日間発生した場合でも

１件と計上しています。 

 

図８：輸送障害件数の推移 
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